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9,743,0007,962,000

- 1 -

企 業 債

714,409

補 正 予 定 額

平成 2 6 年度埼玉県病院事業会計の補正予算 (第 1 号) に関する説明書

1 工 事 受 託 金

1 1,781,000

257,350

9,898,6831 資 本 的 収 入

1,781,000

目 既 決 予 定 額

6 受 託 金 714,409

257,350

971,759

971,759

款 項 計

9,743,0001 企 業 債 7,962,000

平成 2 6 年度埼玉県病院事業会計予算実施変更計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

2,038,350

収 入 （単位　　千円）

11,937,033
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（単位　　千円）

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

14,395,403 1,999,421

支 出

16,394,824

1 建 設 改 良 費 12,340,157 1,999,421 14,339,578

1 資 本 的 支 出

1 施設増改築工事費 10,682,835 1,999,421 12,682,256



4,167,450,000

平成 2 6 年度埼玉県病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成 2 6 年 4 月 1 日 から 平成 2 7 年 3 月 3 1 日 まで）

（単位　　円）

1 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

236,499,000

当 年 度 純 利 益 （ △ は 純 損 失 ） △ 2,962,335,000

減 価 償 却 費

修 繕 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 237,133,376

資 産 減 耗 費 343,720,000

長 期 前 払 消 費 税 勘 定 償 却

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 24,046,000

そ の 他 特 別 損 失 2,987,554,322

退 職給 付引 当金 の増 減額 （△ は減 少） 387,595,374

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 11,654,000

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 1,217,928,000

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 1,185,085,506

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 1,950,381,000

た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 28,326,230

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 722,573,000

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 11,654,000

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 1,064,459,815

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 4,065,991,399

小 計 4,776,910,399

利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 の 支 払 額 △ 722,573,000
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2 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 13,360,403,000

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 1,000

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 4,104,000

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 23,000,000

一 般 会 計 又 は 他 の 特 別 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入 1,199,272,000

寄 附 金 に よ る 収 入 1,000

受 託 金 に よ る 収 入 △ 971,759,000

受 託 金 を 財 源 と し た 支 出 971,759,000

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 12,142,233,000

3 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債 に よ る 収 入 9,743,000,000

△ 2,055,246,000

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △ 3,312,000

資 金 期 末 残 高 15,224,313,436

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 7,684,442,000

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）
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資 金 期 首 残 高 15,616,113,037

△ 391,799,601

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
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継 続 費 補 正 に 関 す る 調 書

一般会計か 支 払 義 務

末 ま で の

全 体 計 画 平成24年度

企 業 債

平成26年度平成25年度

らの負担金

継 続 費 の平成26年度 平成27年度

以 降 の

（単位　　千円）

末 ま で の

（％）

款 項 事 業 名

工事受託金
支 払 義 務

総 額 に

留 保 資 金 発 生 額 発 生 額 発生予定額

支 払 義 務損 益 勘 定 対 す る

進 捗 率

支 払 義 務

25 579,852 168,000 41,634

年
度

年 割 額

左 の 財 源 内 訳 末 ま で の

支 払 義 務

1.6

36,019 7,669,972

233,563 579,852

28

20.5101,194 7,669,972

204,20824,887,000 123,387

124,32621,923

14,625

169,569

16,800

28,852,791

579,852

発生予定額発生予定額

29 16,800

1,320

27 28,852,791

計 37,288,984 202,360 677,91631,638,000 4,770,708

136,655

971,759

小 児 医 療 セ ン ター
新 病 院 建 設 費

3,638,196

169,569 22,000

7,669,972 6,561,00026

29,039,160 22.18,249,824

資 本 的
支 出

建 設
改 良 費

1 1

579,852 7,669,972

2,175
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（平成 2 7 年 3 月 3 1 日）

資 産 の 部 （単位　　円）

平成 2 6 年度埼玉県病院事業予定貸借対照表

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 7,288,359,002

ロ 建 物 65,403,673,553

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △28,275,892,238 37,127,781,315

ハ 構 築 物 2,791,253,013

構築物減価償却累計額 △2,193,881,180 597,371,833

ニ 器 械 備 品 22,549,175,356

器械備品減価償却累計額 △10,748,841,518 11,800,333,838

ホ 車 両 42,085,872

車 両 減 価 償 却 累 計 額 △36,617,038 5,468,834

ヘ リ ー ス 資 産 99,360,000

リース資産減価償却累計額 △3,312,000 96,048,000

ト 建 設 仮 勘 定 20,922,575,166

チ そ の 他 有 形 固 定 資 産 11,490,000

有 形 固 定 資 産 合 計 77,849,427,988

(2) 無 形 固 定 資 産
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イ 電 話 加 入 権 8,492,402

ロ ソ フ ト ウ ェ ア 553,138,766

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 3,800,000

ニ そ の 他 無 形 固 定 資 産 1,076,660

無 形 固 定 資 産 合 計 566,507,828

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 長 期 前 払 消 費 税 2,683,024,885 2,683,024,885

固 定 資 産 合 計 81,098,960,701

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

イ 預 金 15,224,313,436 15,224,313,436

(2) 未 収 金

イ 医 業 未 収 金 6,506,841,826

ロ 貸 倒 引 当 金 △24,046,000 6,482,795,826

(3) 貯 蔵 品

(4) そ の 他 流 動 資 産 28,000,000

イ 薬 品 158,712,062

流 動 資 産 合 計 21,906,371,140

ロ 診 療 材 料 12,549,816 171,261,878

資 産 合 計 103,005,331,841
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負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

47,755,515,950 47,755,515,950

(2) リ ー ス 債 務 76,176,000

(3) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,863,327,234 1,863,327,234

固 定 負 債 合 計 49,695,019,184

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

2,108,737,927 2,108,737,927

(2) リ ー ス 債 務 19,872,000

(3) 未 払 金

イ 医 業 未 払 金 5,037,402,715 5,037,402,715

(4) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 1,217,928,000 1,217,928,000



(5) そ の 他 流 動 負 債

イ 預 り 金 237,102,314

ロ 受 託 金 971,759,000

ハ そ の 他 流 動 負 債 28,000,000 1,236,861,314

流 動 負 債 合 計 9,620,801,956

5 繰 延 収 益

(1) 受贈財産評価額長期前受金 214,742,492

受贈財産評価額長期前受金
収 益 化 累 計 額

△129,878,841 84,863,651

(2) 国 庫 補 助 金 長 期 前 受 金 1,601,127,324

国 庫 補 助 金 長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

△374,156,908 1,226,970,416

(3) 他会計補助金長期前受金 2,328,608,020

他会計補助金長期前受金
収 益 化 累 計 額

△2,012,471,256 316,136,764

繰 延 収 益 合 計 1,627,970,831

負 債 合 計 60,943,791,971

資 本 の 部

6 資 本 金 30,565,270,627

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 509,351,594
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ロ 国 庫 補 助 金 858,629,221

ハ 寄 附 金 102,000

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 4,055,482,226

資 本 剰 余 金 合 計 5,423,565,041

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 498,838,002

ロ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 5,573,866,200

11,496,269,243

利 益 剰 余 金 合 計 6,072,704,202

42,061,539,870

負 債 資 本 合 計 103,005,331,841
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資 本 合 計

剰 余 金 合 計
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注記 

１ 重要な会計方針 

当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

ア たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品は、先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定。）。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっている。 

イ 無形固定資産 

定額法によっている。 

ウ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっている。 

なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた   

会計処理によっている。 

(3) 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金      

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 
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なお、会計基準変更時の差異（５，８１３，９３０，５９９円）については、平成２６年度から職員の退職までの平均残余勤務年

数（１５年）にわたり、均等額を費用処理している。 

イ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月ま

での４か月分）を計上している。 

ウ 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

(4) 消費税等の会計処理方法 

ア 予算実施変更計画については税込処理方式によっている。 

イ 予定貸借対照表については税抜処理方式によっている。 

  なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等につ

いては、長期前払消費税勘定に計上し、１０年間で均等償却を行っている。 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

該当事項はない。 

３ 予定貸借対照表等関連 

(1) みなし償却制度の廃止に伴う経過措置の適用 

平成２６年３月３１日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額について 

は、以下のとおり整理した。 

ア 平成２６年３月３１日における償却資産の取得に要した金額に相当する金額又は改良費の額に相当する額は、長期前受金として繰 
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延収益に整理している。 

イ 平成２６年３月３１日以前に旧みなし償却規定を適用して減価償却を行っていた償却資産の、同日以前に旧みなし償却規定を適用

していなかったならば行っていた減価償却累計額から既に行った減価償却累計額を控除して得た額を長期前受金収益化累計額に計上

している。 

(2) 企業債の償還に係る他会計の負担 

予定貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 

２７，９４４，７２９，２５２円である。 

４ セグメント情報の開示 

(1) 報告セグメントの概要 

病院事業会計は、４病院及び病院局を運営している。運営方針や業績評価等はこれら事業別に行っていることから、４病院及び病

院局を報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

循環器・呼吸器病センター 循環器系及び呼吸器系の疾病に関し必要な医療の提供 

がんセンター 悪性新生物の疾病に関し必要な医療の提供 

小児医療センター 小児の疾病に関し必要な医療の提供及び小児保健に関する相談、指導等の実施 

精神医療センター 精神障害に関し必要な医療の提供 

病院局 ４病院の経営 
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(2) 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで） 

    

（単位 千円） 

区    分 
循環器・呼吸器病 

センター 
がんセンター 小児医療センター 精神医療センター 病院局 計 

医業収益 

医業費用 

9,053,293 

10,976,633 

16,455,211 

19,575,818 

10,922,593 

12,822,072 

2,078,945 

3,247,805 

300,000 

780,142 

38,810,042 

47,402,470 

医業損益 

経常損益 

  △1,923,340 

△70,541 

 △3,120,607 

1,063,255 

   △1,899,479 

512,249 

  △1,168,860 

30,909 

  △480,142 

△509,859 

△8,592,428 

1,026,013 

セグメント資産  11,006,902   34,839,222  12,713,589   5,440,189  39,005,430 103,005,332 

セグメント負債   7,058,911   13,422,513  12,540,437   2,647,684  25,274,247 60,943,792 

その他の項目             

負担金交付金   1,869,130    3,103,454   2,185,160   1,150,643      13,003   8,321,390 

減価償却費     775,930    2,523,519     599,867     263,834       4,300   4,167,450 

特別利益      17,254      192,532      24,164       3,184           1     237,135 

特別損失     278,894    3,421,641     351,336     134,106      19,506   4,205,483 

有形固定資産及び 

無形固定資産増加額 
  △341,941 △4,700,174 △190,831 △318,849 11,571,407 6,019,612 
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５ リース契約により使用する固定資産 

(1) リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円未満の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

(2) リース資産に係る経過措置 

 リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。 

(3) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内  ６４，６２８，５１１円 

１年超  ４７，７１８，８２５円 

計  １１２，３４７，３３６円 

６ その他 

平成２６年度において、修繕引当金２３７，１３３，３７６円を取り崩している。 

 


